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Boissonade，Projet de Code civilρour l'Emρire du japon，accompagne d'ul commentaire，deuxieme 












(6) (LA QUESTION OUVRIERE AU JAPON，Conference faite a TOKYO.le 15 Octobre 1892，au siege de la 





































同年8月27日)，社説「煉瓦積職工ノ同盟罷工J(同誌第26巻第639号.同年9月3日)， STRIKES IN 
TOKYO，THE JAPAN WEEKLEY MAIL，Sept.17.l892，で報じられている。
(21) Boissonade，op.cit.，p.4-8. 





























































(25) Gve Boissonade.Projet de Code civil pour I'EmPire du Jap01I，accompaglle d'ul commelltaire，nouvelle 









































TON YARN MANUFACTURERS AND THIR EMPLOYES.THE JAPAN WEEKLY MAIL.Oct.1.1892. r社
会問題の新潮J(r国民之友j第169号，同年 10月13日)など参照。
(30) Boissonade.op.cit..pp.9・12.

























































旧民法のボワソナード草案において， i雇傭契約(louagede servises) Jは「第3編財産取得






その他主人の身に扶侍し又は家に奉仕する僕稗 (serviteur)，肉体労働者 (hommede peine)， 













これは.フランス民法が雇傭契約を「労働又は労務の賃貸借(Jouagedu travail ou du ser-
vice) Jと呼び請負契約とならんで賃貸借契約の一種としていた(フランス民法第 1708条，第
1710条.第 1711条第 l項.第 1779条)ことによるものである。
ただしボワソナード草案においては， r物の賃貸借(Jouagedes choses) Jを「物権 (droit
reeD Jとして構成した(35)のに対し雇傭契約及び請負契約のような「労務や仕事の賃貸借


























































































































































































































































































































明治28年7月2日第99同法典調査会議事速記録に記載がある (r法典調査会 民法議事速記録 第三十四巻』
(日本学術振興会. 1935年)1-136丁)。なお.閲覧は国立国会図書館サイト「近代デジタルライブラリー」
によった (http://kindai.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/1367561)。
(72)商工業見習者の雇傭の制限が 10年というのは.r五年断ツタトキハ契約ヲ解除スルコトガ出来ルト云フコトニ
ナツテ来ルト狭滑ナ丁稚ハ小サイ時分ニ養ツテ貰ツテ普イ加減ニナツテ独立ガ出来ルヤウニナルト契約ノ解除
ヲ為スト云フヤウナコトニナリハシマセヌカJ(井上正一委員)という質問から修正案で新たにつくられた規
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ないのではなく，制限期聞を過ぎればいつでも解除ができる。したがって.i当事者ノ一方若ク
ハ第三者ノ終身問継続スヘキJ契約も可能である。他方，ボワソナード草案では.使用人や僕鱒
は5年.職工・肉体労働者・日雇人はl年が最長期とされ，それを超える麗傭契約は制限内に短
縮できるとされていた。また，この場合による契約の解除には三ヶ月前の予告を必要とする第2
項の規定は.ボワソナード草案にはない。
③期間の定めのない雇傭の解約(第627条)
「不利ノ時期Jや「悪意Jによって解約の申入れをしてはならないという制限ではなく.解約
の予告期聞を2週間と定めることで.雇傭契約を突然解約される当事者の不利益を防止する。解
約申入れの理由に制限はない。また，報酬が期間によって定められている場合の解約申入れの時
期及び解約がなされる時期についての規定(第z項・第3項)は，ボワソナード草案にはない。
④やむを得ない事由による終了(第628条)
ボワソナード草案と実質上ほぽ同趣旨の規定だが.i正当かつやむを得ない原因」が当事者の
一方に生じた場合だけでなく.i当事者ノ一方ヨリ出テサル」場合によっても解除できる。
2.削除された規定
①使用者又は労働者の死亡による雇傭契約の終了
使用者の一身に関する雇傭契約がその死亡によって終了すること 及びいかなる雇傭契約も労
働者の死亡によって終了することは. i言フヲ倹タヌコトデアリマスルシ或人ノ一身上ニ関シマ
スル契約ハ死亡ニ悶テ之ノミナラス外ノモノテモ終了スルト云フコトハ是迄モ一々断Jらなかっ
たので.ことさら条文にする必要はないとされた。
②雇傭契約の終了における使用者の賠償義務
ボワソナードは，雇傭の終了に関し，使用者側から雇備を終了させた場合で，それが労働者に
とって不利益な時期であったときは.裁判所が事情を判断し使用者に賠償金を支払わせることが
できると定めた。これは労働者の保護をはかる目的の規定だったが，明治民法では.i法律ノ問題，
権利ノ問題ニセスシテ是ハ矢張リ徳義ノ問題ニ残スノガ穏当テアラゥ」とされ削除された。
③労務の主体
雇傭契約における「労務」の種類に制限はないので.ボワソナード草案のように雇傭契約の対
象となる職業を列挙する規定は必要ないとされた。
④雇傭契約の特殊類型
当初は.医師・弁護士・教師の労務を雇傭契約に含み これらは「特別ノ信用ニ基ク学術上ノ
労務」を雇傭の目的とする場合として特別規定を設ける予定であったが.主に「各当事者ハ何時
ニテモ契約ノ解除ヲ為スコトヲ得」という点に批判が集まり削除された。
定である。
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3.新たに設けられた規定
①報酬の支払い時期(第624条)
「労務契約ノ知キモノハ其性質上同時履行ト云フコトガ甚タ六ヶシイ」ので.報酬の支払時期
は特段の事情のないかぎり後払いである。
②雇傭契約における権利・義務の一身専属性(第625条)
雇傭契約の目的物たる労働力は労働者本人とは切り離し得ないものであり.人的関係が重視さ
れるため.I甲ナル人ニ使用サレテ居リマシタ者ガ又一般ノ債権譲渡ノ規則ニ拠リマシテ乙ナル
者ニ使用サレルト云フヤウナ風ノコトハ是レハ禁シナケレレハナラヌ」として規定された。
③雇傭契約の黙示の更新(第629条)
雇傭契約は関係が引続くものであるため 「其満期ニ為リマシテモ矢張リ労務ニ従事シテ居ル
(中略)場合ニハ，双方ノ意思ガ其期間ヲ延長シタモノト見ルト云フコトハ明ラカ」であり，賃
貸借に関する規定と同趣旨である。第2項の身元保証に関する規定は，民法整理会で付加され
た(73)。
④解除の非遡及効(第630条)
雇傭契約の解除は，賃貸借の解除と同様.その効力は将来に向かつてのみ生ずる。
⑤使用者の破産手続の開始による解約の申入れ(第631条)
使用者が破産の宣告を受けた場合，労働者に対する報酬の支払ができなくなる可能性が高く，
「一方ハ既ニ契約ノ要件ヲ充タスコトカ出来ナクナツテ居ル夫レテアルノニ尚ホ人身ノ自由ヲ束
縛シテ尚ホ引続イテ労務ニ従事致サナケレハナラヌト云フコトヲ極メテ置クノハ何ウモ不都合」
であるため，雇傭期間の途中であっても解約を認める。
以上のように，法典調査会による「修正」は非常に多岐にわたっているが，ボワソナードが旧
民法で規定しようとした労働者保護にはたらく規定がすべて変更されていることは見逃せない点
である(74)。第一に，雇傭契約期間の制限が延長されたうえ，間接的な制限となったため終身の
雇傭契約も有効となった。第二に，解約の制限事由は2週間という解約予告期間にかわり，解約
理由に制限がなくなった。第三に，使用者の賠償義務は全面的に削除された。要するに.労働者
の終身聞の雇傭と不当解雇を防ぐ規定は，明治民法には残きれなかったのである。
(73)明治28年12月30日第十二回整理会速記録に記載がある (r法典鯛査会民法整理会議事速記録 第四巻J(日
本学術振興会. 1937年)108-109丁)。なお，閲覧は国立国会図書館サイト「近代デジタルライブラリー」に
よった (http://dl.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/1367印2)。
(74)前掲・矢野逮雄「日本民法典における雇傭規定の成立 (1)Jにおいても.旧民法から明治民法への「修正」の
過程で雇傭契約における労働者保護が弱められていることは指摘されている(同論文143頁以下)。
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